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  本市消防本部は、平成２２年１月 1日に一市二町が合併して誕生しました。 

令和３年度に消防力の強化を目的として糸島市消防本部強化計画を策定し、消防職

員数を１０人（１００人→１１０人）増員すること、５台目の救急自動車の導入及び

特別救助隊の設置を行い、災害対応力及び防災力が向上しました。 

計画の実現により、消防本部が果たすべき役割を確実に実行できましたが、この間、

大規模化・多様化する災害や人口及び観光客数増加に伴う災害発生件数要因の増加、

高齢社会の進展に伴う救急件数の急激な増加、働き方改革による育児休業の取得、

介護休暇の取得、さらには、職員の定年年齢引き上げへの対応など、消防業務を取り

巻く社会情勢は大きく変化し、新たな課題が生じています。 

そのような中、本市は“ワンランク上のまちづくり”を目指して、令和３年度には

第２次糸島市長期総合計画（以下「総合計画」という。）をスタートさせ、「自立度の

高い糸島づくり」「魅力を磨き上げる糸島づくり」「住みやすい・住み続けたい糸島づ

くり」の３つ基本方針のもと、６つの基本目標と行政経営戦略を掲げ、“持続可能なま

ちづくり”を進めていくことにしています。 

総合計画の基本計画「みんなの命と暮らしを守るまちづくり」を実現するには、消

防職員一人ひとりが能力を発揮し、消防組織として総合力を発揮するため、消防職員

の知識・技術の習得、士気向上、健康管理、働き方改革などは欠かすことができませ

ん。 

また、市民を守るための消防力を発揮するためには、消防職員の継続的な教育及び

知識、技術、資格等を生かし効率的・効果的・実践的な職員配置は必要不可欠であり、

消防業務は消防職員のみが遂行可能なため、必要な人員の確保など、適正な定員管理

が大変重要となります。 

これらの状況を踏まえ、本市の実態に応じた適正な定員管理の指針として、「糸島

市定員適正化計画（消防職編）（以下「適正化計画」という。）」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．糸島市定員適正化計画（消防職編）策定の趣旨 
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（１）糸島市消防本部強化計画における職員数の状況 

 

糸島市消防本部強化計画において、令和５年度に５台目の救急自動車の運用開始、

令和６年度に特別救助隊の設置運用を開始するため、職員数を１１０人とする計画を

策定しました。 

下記の表のとおり糸島市消防本部強化計画の目標を達成することができました。 

 

 

消防本部強化計画職員数と在籍職員数（各年４月１日現在）  （単位：人） 

 ※消防職員の新規採用職員は、消防学校における初任教育を修了したのちに定数職員とするため、

定数職員数には含まない。 

   

 

 

 

 

（２）職員数等の現状 

    

   災害対応と消防行政サービスの充実強化のため、消防職員は職務に対する専門性と幅広

い知識と技術を有する必要があり、資格取得や研修は、消防救急活動において必要不可欠

なものです。 

しかし、研修等の期間中は、現場活動を行う職員に人員不足が生じ、消防救急活動を行

う職員に負担が生じています。 

   また、働き方改革による育児休業、家族の介護休暇等も現場活動を行う職員の負担とな

ります。 

 

 

 

 R3 R4 R5 R6 R7 

計画職員数 100 100 105 110 110 

在籍職員数 100 102 105 109 110 

定数職員数 99 100 99 104 108 

摘要 
  ５台目救急車 

の導入 

特別救助隊 

の設置 

 

２．職員数の状況等 
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職員数等の推移            （単位：人） 

 R3 R4 R5 R6 R7 

定数職員数 100 100 100 103 108 

うち毎日勤務者 19 19 19 22 21 

うち隔日勤務者 81 81 81 81 87 

入校職員 2 2 3 2 2 

研修職員 1 1 1 1 1 

派遣職員 1 0 0 1 1 

育児休業等 0 0 0 1 2 

実働職員数 96 97 96 98 102 

 ※入校職員及び研修職員について、通年ではないものは通年に換算した人数。 

 ※育児休業等について、通年ではないものは通年に換算した人数。 
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  平成２２年１月に合併し、糸島市がスタートしましたが、合併して１０年が過ぎる中で、

社会情勢の変化や市民ニーズの多様化などにより、合併時には想定していなかった新たなま

ちづくりの課題の克服に向けた取組を進めています。 

 

 

（１）消防を取り巻く環境の変化 

 

【救急件数増加への対応】 

 人口及び観光客数の増加と高齢化という社会構造の変化により、救急件数は増加の一途を辿

っており、そのペースは想定を超える勢いで増えています。 

 増え続ける救急出動に対して、市民が必要な時に救急対応が行えるよう消防本部強化計画に

おいて５台目救急車の運用を開始しました。５台目救急車の運用により、増え続ける救急出動

に迅速に対応できるようになりましたが、総合計画の令和１２年度の将来人口が１０６，００

０人に改定され、今後さらに増え続ける救急出動に更なる対応が必要となります。 

 さらに、５台目救急車の運用について、救急隊員の一部を毎日勤務職員としていますが、活

動できる毎日勤務職員は限定されており、救急隊の出動状況によっては、事務を処理する時間

を確保することが困難となるため出動体制の検討が必要です。 

 

 

人口と救急出動件数の推移         （単位：人・件） 

 R3 R4 R5 R6 

・・・ 

R12（推計） 

住基人口 102,434 102,936 103,562 103,655 106,000 

救急出動件数 4,202 4,990 5,524 5,496 6,890 

※住民基本台帳人口は各年３月末（４月１日）の人口 

※救急出動件数は各年中の件数 

 

【糸島市東部の人口増加への対応】 

 糸島市東部は、今後、開発等による人口の増加が予想されます。 

 人口の増加に比例して、救急及び各種災害の発生率も増加します。この糸島市東部の災害等

に対応する消防署前原出張所は、救急車と消防車を配置していますが、先に発生した災害に出

動するため、出動中は次の災害に対応できません。今後の糸島市東部の人口増加に伴う災害発

生件数の推移により出動車両及び出動人員等の配置を検討する必要があります。 

 

 

 

３．消防を取り巻く環境の変化と対応すべき課題 
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【大規模開発への対応】 

 前原ＩＣ地区を中心に多くの企業が進出し、今後も九州最大規模のデータセンターの建設や

海底光ケーブル陸揚拠点の新設等が予定されています。これらの企業進出に伴う開発では大規

模な危険物施設が設けられることもあり、災害発生時の計画策定及び災害対応とあわせて、大

規模開発により建築された防火対象物及び危険物施設の審査業務、検査業務及び査察業務等の

増加に対応する必要があります。 

 これらの事業所における災害による被害の発生を未然に防止し、あるいは軽減するため、予

防業務の重要性が高まっています。 

 

【時代の変化による災害への対応】 

 市内の宅地開発や新築の住宅が増加し、住宅の高気密高断熱化や太陽光発電設備の普及が進

んでいます。このような住宅が火災となった場合、屋外からの放水による消火は困難となり、

より危険な室内での消火活動が必要となります。また、屋根に設置されたソーラーパネルは火

災時にあっても常に発電を続けることから、隊員は感電のリスクに晒されながら消火活動をす

ることとなります。 

さらに、ハイブリッドカーや電気自動車といった次世代自動車の事故等における感電に対す

る処置、近年の気候変動による夏の高温下での活動、世界的感染症に対する救急活動など、よ

り高度な知識と技術を習得する必要があります。 

 

【人口及び観光客数増加による災害への対応】 

 近年の救助件数は増え、毎年高い数値を維持しています。これは、人口に比例するとともに

観光客数の増加もその一因であるといえます。 

本市には美しい海と山があり、多くの人が訪れます。特に登山客が増加し山岳事故がここ数

年で劇的に増加しています。山岳事故は、特殊な環境のため救助の難易度も高く、高度な知識

と技術を必要とし、活動も長時間化します。また、海等で発生する水難事故についても、潜水

資格等の特殊な技術を必要とするため、継続した技術の向上及び資格者等の養成をする必要が

あります。 

 

【大規模災害等への対応】 

東日本大震災、熊本地震、九州北部豪雨、西日本豪雨など、近年は自然災害が頻発かつ大規

模化しています。さらに今後は南海トラフ巨大地震、首都直下型地震等の発生が懸念されてい

ます。 

本市で大規模災害が発生した際には、速やかに他消防本部からの応援を受け入れ、一人でも

多くの市民を守る必要があります。そのため、本市の受援体制を確立する必要があります。 

 また、他市で大規模災害が発生した際には、緊急消防援助隊として応援出動する必要があり

ます。そのため、応援出動時の他消防本部との連携技術や応援に必要な装備等を備える必要が

あります。 
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【女性消防吏員の活躍推進】 

 総務省消防庁は、消防吏員に占める女性比率を令和８年度当初までに５％に引き上げること

を全国共通目標として掲げています。 

 令和７年度当初、消防本部において女性消防吏員は３人在籍していますが、総務省消防庁が

掲げる目標には到達していません。 

 女性消防吏員の活躍推進のため、多様な働き方やキャリアパスの提示、男女問わず、ワーク

ライフバランスを重視した組織文化の醸成、女性用設備の整備、継続した女性消防吏員の採用

を行う必要があります。 

 

 

（２）安定した職員の育成 

 

   消防吏員は、職務の種別に応じた専門的知識・技術の修得が必須であることから、福岡

県消防学校や消防大学校に一定期間入校及び他機関への派遣により専門教育を受けます。

また、救急救命士の受験資格取得のため救急救命研修所に約半年間の入所及び救急救命士

の資格取得後も技能を維持向上させるための再教育・研修等を受講します。 

これらの研修期間中は、現場活動を行う職員が不足する状態となり、人員確保のため毎

日勤務者を現場活動の人員に充てることもあり負担が増加しています。 

   職員の人材育成のために欠かすことができない研修は継続的に実施する必要がありま

すが、研修による現場活動人員の不足が、職員の業務負担となっており、これらの負担軽

減を図る必要があります。 

 

 

研修等職員数（延べ人数）      （単位：人） 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

福岡県消防学校 19 18 15 22 20 13 

消防大学校 0 0 1 1 1 1 

救急救命研修所（新規養成） 1 1 1 1 1 1 

救急救命研修所（再教育等） 1 0 1 1 1 1 

病院実習 12 10 12 12 13 14 

他機関派遣 1 1 0 0 1 1 

  ※福岡県消防学校の研修職員数に初任教育は含まない。 
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（３）育児休業等職員の増加 

 

   令和４年度以降、長期の育児休業等取得者は増加傾向にあります。男性職員の育児休業

取得率に関する政府目標が令和１２年までに８５％とされていることから、今後も増加す

ることが見込まれます。また、家族の介護や子供の看護に伴う休暇の取得も増えています。 

育児世代は、現場活動に従事している職員が大多数です。職員が育児休業等を取得した

場合、消防業務の特殊性から会計年度任用職員等による補充等では対応できず、育児休業

等の取得は直ちに現場活動に影響することとなり、取得する職員及び現場活動を補う職員

ともに疲弊してしまいます。 

   職員の働き方改革に対応するため、育児休業等を安心して取得できる職場環境をつくる

必要があります。 

                  育児休業等取得職員数         （単位：人） 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

出生数 11 8 4 5 5 7 

育児休業取得者数（２週間以上） 0 0 0 1 1 6 

介護休暇取得者数（２週間以上） 0 0 1 1 1 0 

病気休暇取得者数（２週間以上） 0 0 4 3 0 3 

 

（４）職員の定年年齢の引上げ 

 

職員の定年年齢の段階的な引上げにより、一定期間、定年退職者が生じないことを踏ま

え、中長期的な定員管理が必要となります。 

令和８年度以降、６０歳に到達する職員が徐々に増加していく見込みであり、体力面、

安全面等から高齢期職員を過酷な災害現場活動に従事させることはリスクが高く、消防力

の低下が懸念されます。 

また、今後６０歳に到達する職員が定年まで勤務を継続することを想定すると、条例定

数上令和１１年度までは採用試験が実施できないこととなります。若年層の減少により職

員の年齢構成に歪みが生じ、将来的に安定した消防組織の運営に支障が生じるおそれがあ

ります。 

これまで、長年、消防職員として活躍してきた６０歳以降の職員を、役職定年職員や再

任用職員として活用し、これまでの豊富な経験や知識などを生かし、後輩職員へのスキル

の伝承とあわせて、消防組織全体の活力維持と年齢構成の平準化を図る必要があります。 

高齢期職員と定年退職職員の推移      （単位：人） 

年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

60歳超の 

高齢期職員 
0 0 1 2 3 8 9 14 16 16 20 

定年退職者 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 5 
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        年齢別職員数と推移   （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

2

4

6

8

1
8歳

2
0歳

2
2歳

2
4歳

2
6歳

2
8歳

3
0歳

3
2歳

3
4歳

3
6歳

3
8歳

4
0歳

4
2歳

4
4歳

4
6歳

4
8歳

5
0歳

5
2歳

5
4歳

5
6歳

5
8歳

6
0歳

6
2歳

6
4歳

令和７年度

0

2

4

6

8

1
8歳

2
0歳

2
2歳

2
4歳

2
6歳

2
8歳

3
0歳

3
2歳

3
4歳

3
6歳

3
8歳

4
0歳

4
2歳

4
4歳

4
6歳

4
8歳

5
0歳

5
2歳

5
4歳

5
6歳

5
8歳

6
0歳

6
2歳

6
4歳

令和12年度



9 

 

 

  

（１）同規模消防本部との職員数等比較 

 

管内人口等が本市と類似した同規模の消防本部と職員数を比較すると、本市消防本部の職員

数は、最も少ない職員数となっています。 

また、同規模消防本部の人口は、ほとんどの市が減少していますが、職員数は維持若しくは

増加しています。 

本市は人口が最も増加していますが、他の同規模消防本部と比較すると職員数は低い水準で

す。 

なお、同規模消防本部の平均職員定数は、１４０名という結果になります。 

 

 

         同規模消防本部比較（令和 7年 1月 1日現在）   （単位：人） 

都道府県 消防本部 人口 R2比較 
職員数 

（定数） 
R2比較 

千葉県 鎌ケ谷市 109,757 ▲197 154 0 

広島県 三原市 101,577 ▲7,571 177 8 

愛媛県 西条市 102,924 ▲6,037 155 0 

石川県 小松市 106,416 ▲1,860 140 0 

茨城県 取手市 105,872 ▲1,225 195 0 

大阪府 河内長野市 広域化により組合消防へ移行 

大阪府 池田市 102,636 ▲977 139 26 

福岡県 糸島市 103,833 1,976 110 10 

愛知県 江南市 98,124 ▲2,491 111 0 

神奈川県 伊勢原市 99,816 ▲611 135 3 

沖縄県 宜野湾市 100,443 765 110 19 

栃木県 鹿沼市 92,895 ▲4,393 130 0 

北海道 千歳市 97,999 801 131 0 

新潟県 三条市 91,178 ▲5,890 152 0 

兵庫県 芦屋市 94,007 ▲1,769 115 0 

平   均 100,534 ▲2,106 140  

（出典：消防現勢調査） 

 

 

 

４．同規模消防本部との職員数比較と消防力の整備指針 
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（２）消防力の整備指針 

 

 国が示している「消防力の整備指針」は、国民の安全・安心を守るという国の責任において、

国の各機関や自治体に対し「安全」の具体的要求水準や要求内容を数値化して明確に示したも

のです。 

この「消防力の整備指針」の位置づけは、県・市町村等が消防力の整備を計画的に進めるに

あたって、地域の実情を勘案のうえ指針に基づく基準数値を整備目標として、具体的整備に取

り組むことが要請されるものです。 

消防本部の消防力は、「消防力の整備指針」に沿って、管内の人口等の状況から署所の配置

数、必要な消防車両の台数と車両を運用するのに必要な職員数（毎日勤務職員等を含む）を算

定していくことになります。 

消防職員の実員数は、消防力の整備指針に比べ大幅に少ないことが分かります（令和７年度

調査結果）。 

 

        消防力整備指針に基づく本市目標数（令和７年度）    （単位：人） 

 
災害現場の対応に 

必要な人員 

消防事務のために 

必要な人員 
合計 

適正消防力 

（消防力の整備指針による算定人員） 
99 37 136 

 

消防力の整備指針に基づく目標数に対して職員数がどの程度充足しているかについて、福岡

都市圏消防本部を比較すると本市消防本部の充足率は８０％となっており平均充足率（８６％）

より低い充足率です。 

 

福岡都市圏消防本部比較          （単位：人） 

消防本部 
人口 

（R7.1.1現在） 
職員数 

整備指針 

目標数 
充足率 

筑紫野太宰府消防組合消防本部 177,945 155 211 73％ 

春日・大野城・那珂川消防組合消防

本部 
264,829 225 216 104％ 

粕屋南部消防組合消防本部 201,970 187 211 89％ 

宗像地区消防本部 166,041 148 189 78％ 

粕屋北部消防本部 92,163 104 117 89％ 

糸島市消防本部 103,833 103 128 80％ 

（出典：令和４年度消防施設整備計画実態調査（人口を除く。）） 
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消防本部強化計画において防災力を強化するため、１１０人体制を達成しましたが、全国の

同規模消防本部との比較では、本市は最も少ない職員数となっています。 

また、総合計画において令和１２年度の将来人口を１０６，０００人としており、人口増加

に伴う災害対応能力の強化、新たな課題への対応や総合計画で掲げる「 ワンランク上のまち

づくり（“質”の向上）」を実現するには、本市の防災力をさらに強化する必要があります。 

人員を確保し、勤務しやすい環境づくりは、エンゲージメントを向上させ、職員の能力発揮、

意欲向上が期待できます。 

これらを踏まえ、本市の実態に応じた適正な定員管理の指針として、適正化計画を策定しま

す。 

 

 

（１）計画の対象 

 

適正化計画の対象となるのは、消防職員とし、定年延長を踏まえた上で、定員の適正化を

図ります。 

 

 

（２）計画の実行 

 

  年度ごとに適正職員数を設定し、毎年度、消防職員の採用、退職者（定年・勧奨・自己都

合）及び再任用職員の状況を総合的に管理しながら、適正職員数の確保に努めていきます。 

 

 

（３）計画の期間と見直し 

 

  総合計画の実現に向けて、職員の能力が十分に発揮できるよう、定員の適正化を図ってい

くことから、適正化計画の期間は、総合計画の期間である令和１２年度までとします。 

  総合計画の評価・検証を踏まえ、定員適正化計画の見直しを行いますが、計画期間中に大

きな社会情勢の変化などがあれば、適宜見直すこととします。 

 

 

 

 

 

 

５．定員適正化計画 
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（４）適正職員数の設定 

 

消防本部強化計画では、防災力の強化のために、市の職員数の現状、類似消防本部との職

員数比較を総合的に勘案し、本市の適正消防職員数を１１０人に設定しました。 

しかし、社会情勢の大きな変化や複雑多様化する災害対応など業務量も増加傾向にあり、

また、職員の定年年齢の段階的な引上げにより、一定期間、定年退職者が生じないことを踏

まえた中長期的な計画とするため、適正職員数の再設定を行います。 

消防を取り巻く環境が変化する中において、防災力を強化し、安全安心のまちづくりを目

指すため、市の財政状況を踏まえたうえで、令和１２年度時点の職員定数を現在の１１０人

から１０人増員し１２０人に設定します。 

 

 

（５）適正職員数の設定による効果 

 

１０人増員することにより消防を取り巻く環境の変化に伴う課題に対応します。 

１０人増員の内訳は、増加する救急件数への対応として２人増員します。これにより、現

在、毎日勤務者を含む救急隊員で運用する５台目救急車の出動区分を拡大し、より多くの救

急出動に対応できます。 

大規模開発における防火対象物や危険物施設の審査業務、検査業務及び査察業務等への対

応として２人増員します。これにより、消防行政の柱の１つである予防業務の体制を強化し、

今後増加が見込まれる審査業務、検査業務及び査察業務等を円滑に実施することができます。 

高齢期職員の活用及び現場活動の安全性向上への対応として３人増員します。これにより、

役職定年職員等の豊富な経験や知識を生かし、現場指揮隊員を増員することで現場活動にお

ける安全性を向上させることができます。 

安定した職員の育成及び育児休業等への対応として３人増員します。これにより、職員育

成のための入校や研修職員の確保、育児休業等職員の確保をすることで、知識技術の習得及

び働き方改革に対応し、安心して働ける職場環境づくりが図られます。 
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（６）年度別職員数及び実働職員数目標 

 

各種災害に対し迅速かつ適切に対応し、確実に業務を遂行することで安全安心のまちづく

りを実現します。 

そのため育児休業、研修派遣職員等を考慮したうえで、災害出動及び業務遂行に必要な職

員数を計画的に確保することを目的に年度別職員数及び実働職員数の目標を定めます。 

働き方改革等による育児休業等取得者数や職員育成のための研修派遣職員等により実働

職員数は変動しますが、適切な職員配置により市民の安全安心を守ります。 

 

 

       年度別職員数及び実働職員数目標 （単位：人）※実働職員数＝①-②-③ 

年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

 職員数① 108 110 110 114 117 120 

  うち毎日勤務者 21 23 23 24 27 30 

  うち隔日勤務者 87 87 87 90 90 90 

  うち 60歳超 0 0 1 2 3 8 

 育児休業等② 2 2 2 2 2 2 

 研修派遣職員等③ 4 4 4 4 4 7 

定年退職者 0 0 0 0 0 0 

 新規採用職員 2 0 4 3 3 1 

 実働職員数 102 104 104 108 111 111 

   ※育児休業等について、通年ではないものは通年に換算した人数。 

※研修派遣職員等は、入校、研修、派遣職員及び病院実習職員を含み、通年ではないも

のは通年に換算した人数。 

   ※消防職員の新規採用職員は、消防学校における初任教育を修了したのちに定数職員と

するため、採用年度の定数職員数には含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

（７）計画達成に向けた基本的な取組方針 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

方針１：優秀な人材の確保及び育成 

    防災力を強化し安全安心のまちづくりを実現するためには、消防職員としての誇りと

志を持ち、常に災害発生に備え、災害発生時には、迅速、確実かつ勇猛果敢に災害と闘

う意識の高い優秀な人材の確保及び育成は欠かせません。消防職員として使命感を持ち

任務を遂行する人材、また、災害対応のための高い知識技術を習得した人材などを確保

及び育成するため、研修や資格取得に取り組んでいきます。 

 

 

方針２：役職定年職員や再任用職員のスキルの活用 

    職員の定年年齢の引上げに伴い、長年、消防職員として活躍してきた６０歳以降の職

員を、役職定年職員や再任用職員として活用し、これまでの豊富な経験や知識などを生

かしていくとともに、後輩職員へのスキルの伝承なども図っていきます。 

    また、高齢期職員が活躍できる環境づくりとして、後方支援や指導役としての役割を

担うことができる体制を作り、フレックスタイム制度や短時間勤務など、柔軟な勤務時

間の設定を行い、組織全体の効率や安全性の向上を図ることで、高齢期職員が持つ貴重

な経験と知識を最大限に活用できる職場づくりを行います。 

 

 

方針３：効果的な組織体制・職員配置 

    限られた人材を有効に活用するため、災害出動状況等を考慮し、各署所における出動

件数及び各課の業務の質や量を把握しながら、職員個々の資格・経験・知識・能力・意

欲などを十分に発揮できる職員配置に努めていきます。 

    また、高齢期職員を活用した組織体制及び職員配置のために、定期的に体力測定を実

施し、体力の状態や健康状態を把握するとともに、体力的な負担を減らすための役割分

担や健康管理の仕組みを整えることで、長く健康的に働き続けることができ、高齢職員

が持つ経験を活かす組織体制を整えます。 

    

 本市の消防力を発揮するには、効率的・効果的・実践的な職員配置は必要不可欠であ

り、必要な出動人員確保など、職員の適正な定員管理は、大変重要になりますが、計画

的な職員採用だけで実現できるものではありません。 

 職員の意識改革や健康管理、働き方改革や資格取得など、多様な角度から取り組んで

いく必要があり、総合計画の基本計画「みんなの命と暮らしを守るまちづくり」を実現

するため、次の８つの取組方針に沿って、各種取組を進めていきます。 
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方針４：職員の健康管理と働き方改革 

    複雑多様化する災害や業務における新たな課題への対応など、職員の精神的負担は蓄

積してきています。 

    年度別実働職員数目標では、毎年度２人の育児休業などを見込んでいますが、メンタ

ルヘルスのサポートなどを行いながら、病気休職者は発生させないようにしなければな

りません。 

    時間外勤務の削減やワークライフバランスの推進など、職員の働き方改革を進めてい

きます。 

 

 

方針５：大規模災害対応力の強化（受援体制の強化） 

    近年は、大雨による河川氾濫や土砂災害、地震などといった自然災害が全国各地で発

生し、その度に大きな被害をもたらしています。他の市町村で発生した災害に対し応援

協定に基づき部隊を派遣する機会も増えています。 

    また、本市が大規模災害に見舞われた際の糸島市消防本部受援計画を定めて備えるこ

とで、本市における大規模災害時の消防力を強化します。 

 

 

方針６：主体的な能力開発 

    現場活動における適性を判断し、各隊における専門知識を有した職員を育成するとと

もに、各分野における指導担当職員を育成します。 

職員においても、自己の適性を把握するとともに将来の専門分野に希望を抱き、自己

啓発に努め、専門知識を有した職員は、若手職員の手本となるため自己啓発に努めるこ

とができる組織体制をつくります。 

 

 

方針７：職場における能力開発 

    消防の職務は専門性が高い業務です。各職務の習得及び能力向上のために、ＯＪＴ（職

場内の業務を通じた研修）を活用し、日々の業務を通して実務的知識、技術等を実践的

に学ぶことができ、実務に密着した仕事のノウハウ、経験則を学ぶことができる能力開

発をおこないます。 

ＯＪＴにより、職員個人の特性に応じたきめ細やかな指導、日常的かつ継続的な指導

が可能となり、互いに教え合う学習的な職場環境を醸成することで、コストをかけずに

効果的な人材育成及び職員が職場での仕事を通して成長することを実感できる人材育

成を実現します。 
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方針８： 働きやすく風通しの良い職場環境づくり 

    職員の心身の健康は、安心して仕事に打ち込み、個々の能力を十分に発揮するための

前提条件です。もし、職員が健康を害したり、心の病気や不安を抱えたりすれば、職員

は、能力を十分に発揮することはできず、成長への意欲は失われてしまします。 

人材育成、組織形成の根幹として、心の病気やハラスメントの問題が無く、心身とも

に健康を維持できる働きやすい環境を整えることで、職員が安心して生き生きと能力を

発揮することができる風通しの良い職場環境づくりを実現します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防本部 


